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我が国の環境効率の推移
──OECD35か国のパネルデータによる実証分析──
本 間 聡
本稿の目的は，我が国の環境と経済に関するパフォーマンスが「失われた20年」から東
日本大震災後まででどのように変化したのかを先進諸国との国際比較によって明らかにす
ることである。そのために，1990年から2014年までの OECD35か国に関する環境効率が
包絡分析法（DEA）を用いて評価される。分析では，二酸化炭素排出量が「望ましくな
い産出」として扱われる slacks-based measurement モデルが適用される。本稿の特色と
して，海外のDEAの先行研究と異なって分析の焦点が我が国の効率性に置かれているこ
と，年間（2012年〜2014年）ではあるが震災以後の期間が分析期間に含まれていること
があげられる。結果は，1990年前半は先進諸国でトップクラスであった我が国の効率性
は，DEAによる効率性だけでなくエネルギー生産性や炭素生産性などで見ても2000年代
から2010年代にかけて低迷の一途をたどっていることを示している。環境効率を被説明変
数としたパネルトービット推定で，一次エネルギーに占める石炭のシェアが環境効率と負
の関係を持つ結果が得られたことから，石炭火力の新増設を容認するという我が国の現行
の政策を転換する必要が示唆される。
．は じ め に
1990年代以降の日本経済は，1991年のバブル経済崩壊によって「失われた20年」とのちに
よばれるようになった歴史的な低成長時代を経験した。崩壊後の約20年の間に，アジア通貨
危機（1998年），IT バブル崩壊（2001年），リーマンショック（2008年）をくぐり抜けた日
本経済を襲ってきたのが2011年の東日本大震災およびそれに伴う福島第一原子力発電所事故
であった。福島事故によって原子力の安全性に対して疑問が投げかけられ，原発の是非が政
治問題化した。原発の新増設によって温室効果ガスの削減を図るといった，震災前の我が国
の地球温暖化対策の路線は破たんし，エネルギー政策の方向性は不明確となった。政府は長
期的目標として「2050年までに80％の温室効果ガスの排出削減」を掲げているが，どのよう
に達成するのかは明確ではない。2050年に向けた国の長期エネルギー戦略では，再生可能エ
ネルギーを主力電源化する方針を掲げられたが，電源構成の数値目標は示されていない。
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温暖化対策とエネルギーに関する基本的な政策の方向が不明確な我が国とは対照的に，国
際社会ではポスト京都議定書に向けて新たな歩みがあった。2015年12月に第21回気候変動枠
組条約締約国会議（COP21）で採択されたパリ協定である。パリ協定に先立って，各国は
自国の削減目標に関して約束草案（Intended Nationally Determined Contributions）を提出
することになっていた。政府は，2030年度に2013年度比26％削減という中期目標を約束草案
として2015年月に提出している。2017年11月には，米国がパリ協定離脱を表明した後の初
めての COPがボン（ドイツ）で開催された。この COP23で注目すべき点は，26か国・地域
が2030年までに石炭火力の廃止を目指す連合組織の発足を発表したことである
1)
。英国は
2025年までに，フランスは2021年までにそれぞれ石炭火力を廃止する方針である。約40の石
炭火力発電所の新設計画を抱える我が国が世界的な「脱石炭」の流れに乗り遅れていると言
わざるを得ない。
今後，我が国は「失われた20年」の低成長から脱却して生産性を向上させるとともに，
2020年から効力を発揮するパリ協定を見据えて温室効果ガスを削減するという目標も同時に
達成していかなければいけない。この短期的にはトレードオフともいえる政策目標を達成す
るためには，端的に言えば，できるだけ少ない労働，資本，エネルギー等の投入でできるだ
け多くの産出（付加価値，GDP）を生み出すと同時に，できるだけ少ない温室効果ガスの
排出を目指すように経済を効率化しなければならない。
このような外部性を考慮した効率性評価は包絡分析法（data envelopment analysis，以下
DEA）において，望ましくない産出（undesirable outputs）を伴うモデルとして扱われて
きた。DEAは Charnes et al.（1978）によって考案されたノンパラメトリックな効率性評価
手法である。DEA の特長のつは，複数の投入と産出を伴うシステムを全要素生産性
（total-factor productivity，TFP）の枠組みで分析できることである。生産性として，労働
生産性（生産量／労働）やエネルギー生産性（＝生産量／エネルギー）のように，つの生
産要素のみに着目して定義される偏要素生産性（partial-factor productivity，PFP）も広く
用いられている。けれども，PFPは計算と理解が容易である反面，生産要素間の代替や補
完を考慮していないという問題がある。TFPの枠組みである DEA は，生産性の向上と温
室効果ガスの削減という我が国が直面している課題を研究する上で，有益な分析ツールとし
て機能すると考えられる。
一般に，DEA モデルは軸的（radial）モデルと非軸的（non-radial）モデルに二分でき
る。軸的モデルでは非効率な経済主体の効率化においてすべての投入（産出）の比例的な縮
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1) ただし，この組織連合に消費電力の割を石炭火力で賄うドイツが加わっていないことに注意す
べきである。
小（拡大）が想定される。DEAの起源であるCharnes et al.（1978）は軸的モデルであった
が，このような軸的な調整では効率化されない非効率が残り得る。そこで，Tone（2001)
は非効率部分＝スラック（slack）を直接的に変数として定式化を行って，非軸的な調整を
扱う評価手法であるスラック基準効率（slacks-based measure，SBM）モデルを提唱した。
さらに，このモデルに望ましくない産出（undesirable outputs）に関するスラックを追加し
た SBMモデル（以下，U-SBMモデル）が Tone（2004）で考案された
2)
。U-SBMモデル
は，Li andHu（2012），Zhang and Choi（2013），Zhang et al.（2015）では中国30省，Xie et
al.（2014）では OECD26か国と BRICS（ブラジル，ロシア，インド，中国）か国の電力
産業，Apergis et al.（2015）では先進20か国，本間（2016，章）では47都道府県，
Honma（2015）では98か国をそれぞれ対象として応用されている
3)
。また，Zhou et al.
（2006）は Tone（2004）とは若干異なる定式化の U-SBMモデルを提唱し，経済協力開発
機構（Organisation for Economic Co-operation and Development，OECD）30か国の環境効
率の評価に適用した。同モデルは Choi et al.（2012）で拡張され，中国30省の分析に用いら
れている。Bi et al.（2014）も望ましくない産出を考慮してエネルギー効率を評価するため
に，U-SBMモデルを構築し，中国の火力発電のエネルギー効率の分析に適用している。
U-SBMモデルを含めて，望ましくない産出を持つ DEAモデルを用いて先進諸国を中心
に環境効率を分析した先行研究として，以下のものがあげられる。Zhou and Ang（2008)
は，複数のエネルギーに関して比例的でない縮小率を許容する DEA モデルを提案し，
OECD 諸国のデータに応用している。Apergis et al.（2015）は U-SBMモデルを OECD20
か国に適用し，効率値は分析期間の1985年から2011年までで低下傾向にあることと，経済ブ
ロック別にみて EU諸国，NAFTA，G7，Asian Tigers の順で高い傾向にあることを示し
た。Honma（2014）は，CO2を投入として扱った SBMモデルをアジア・太平洋諸国・地域
に適用して，規模に関して収穫一定を仮定した場合，人当たり所得が増加するに従って，
環境効率はいったん低下した後で上昇することを示した。Honma（2015）は U-SBMモデ
ルを用いて計算された98か国の環境効率を用いて，環境効率は人当たり所得の単調増加関
数であることや相対的に所得が高い国ほど貿易によって環境効率が高まる恩恵を受けること
を示した。Woo et al.（2015）は OECD31か国に関して，労働，資本，再生エネルギー供給
を投入，再生可能エネルギー発電量と GDPを望ましい産出，CO2を望ましくない産出にと
って静的及び動的な環境効率を評価した。
2018 我が国の環境効率の推移(本間) 343
2) Tone（2004）は国内学会誌に掲載されたので，海外では同モデルが掲載されている Cooper,
Seifold and Tone（2007）が引用されることが多い。
3) 本間（2016，章）は Honma（2015）を加筆修正の上，日本語で記した。
本稿の目的は，我が国の環境と経済に関するパフォーマンスが「失われた20年」から震災
後まででどのように変化したのかを先進諸国との国際比較によって明らかにすることであ
る。この点で，本稿は上であげた先行研究とは関心が異なる。この目的のために，1990年か
ら2014年までのOECD35か国のデータを用いて，U-SBMモデルを適用して我が国の効率性
を評価する。また，比較のために，投入と産出の組み合わせを変えたDEAモデルの効率性
やエネルギー生産性や炭素生産性との比較も行う。さらに，U-SBMモデルの効率値を被説
明変数とするパネルトービット分析によって，エネルギー源の選択が効率性に与える影響を
分析する。
本稿の特色として，海外のDEAの先行研究と異なって分析の焦点が我が国の効率性に置
かれていること
4)
，年間（2012年〜2014年）ではあるが震災以後の期間が分析期間に含ま
れていることがあげられる。結果は，1990年前半では先進諸国でトップクラスであった我が
国の効率性は，いかなる指標でみても2000年代から2010年代にかけては残念ながら低迷の一
途をたどっていることを示している。
本稿の構成は以下の通りである。第節では，本稿の分析で用いられる U-SBMモデルと
データ構築が説明される。第節では，計測された環境効率の結果が示され，我が国の効率
値を中心に考察される。また，投入／産出を変えた効率性やエネルギー生産性，炭素生産性
を用いて我が国のパフォーマンスを評価する。さらに，変量効果パネルトービットモデルを
用いて，環境効率を非説明変数として決定要因を分析する。第節はまとめである。
．モデルとデータ
2-1 効率性の評価モデル
本稿の分析で用いられる U-SBMモデルを説明しよう。各 i国（i=1,…,I）が労働（l），
資本（k），エネルギー（e）を用いて，望ましい産出と望ましくない産出としてそれぞれ
GDP（y）と CO2（c）を生み出しているとしよう。Tone（2004）に従って，i国に関して
望ましくない産出を考慮した効率性を次のように定義する。
min θ=
1−
1
3

s

l
+
s

k
+
s

e

1+
1
2

s

y
+
s

c

s. t.
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4) Honma and Hu（2014）も我が国を分析の中心に据えた国際比較を行っている。同論文では先進
諸国14か国の中で10産業部門のエネルギー効率を評価しているが，CO2は変数に含まれていない。
l=


λl+s

k=


λk+s

e=


λe+s

y=


λy−s

b=


λc+s

s
≥0, s
≥0, s
≥0, s
≥0, s
≥0, λ≥0  j=1,⋯, I  (1)
ここで，s, s, s, s, sはスラックとよばれ，各投入の余剰，望ましい産出の不足，望まし
くない産出の余剰をそれぞれ表す。すべてのスラックがゼロであるとき，またそのときに限
り，θ=1が成立して i国は効率的と評価される。本稿では，(1)で定義される環境効率を分
析の中心となる指標として考察するが（必要に応じて KLEYC 効率と言及），(1)との比較
のために望ましくない産出を考慮しない効率性（KLEY効率と言及）
min θ=
1−
1
3

s

l
+
s

k
+
s

e

1+
s

y
s. t.
l=


λl+s

k=


λk+s

e=


λe+s

y=


λy−s

s
≥0, s
≥0, s
≥0, s
≥0, λ≥0  j=1,⋯, I  (2)
の評価も行う。さらに，(2)からエネルギーを外して投入が労働と資本だけの最もシンプル
なモデルによる効率性（KLY効率と言及）の評価も行う。さらに，偏要素生産性（PFP)
として
エネルギー生産性 EY =
y
e
(3)
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炭素生産性 CY =
y
c
(4)
による評価も行う。
DEAには規模に関して収穫可変を仮定するモデルもあるが，以下のつの理由から本稿
では収穫一定を仮定する。第に，収穫可変モデルよりも収穫一定モデルの方が効率性が厳
しく評価されるからである。第に，規模を考慮しないエネルギー生産性や炭素生産性との
比較の上でも収穫一定を仮定する方が整合的だからである。
2-2 効率性の要因分析
エネルギー構成が環境効率に与える要因を分析するために，段階目の分析として，
DEAによって求めた環境効率を被説明変数とするパネルトービットモデルによる推定を行
う。トービットモデルを用いる理由はDEAの効率値がゼロとで打ち切られたデータであ
ることから，最小二乗法による推定ではバイアスが生じるからである。パネルトービットモ
デルでは，固定効果モデルを用いると一致推定量が得られないため，一般に変量効果モデル
が用いられる
5)
。推定モデルは以下の通りである。
θ
*=
1 if θ
*≥1
θ if 0<θ
*<1
0 if θ
*≤0
(5)
ただし，θ*は θが以上あるいは
以下のときは直接観察できない潜在変数，zは θ*に
影響を与える説明変数のベクトル，αは個別効果，εは攪乱項とする。α~N 0,σおよび
ε~N 0,σ
が仮定される。
説明変数には，一次エネルギー供給に対する石炭シェア，再生可能エネルギーシェア，原
子力シェア，人口（対数値），相対所得，年ダミーを使用した
6)
。相対所得は，人当たり
所得をその期間のサンプル国全体の人当たり所得の平均値で除して求めた。年ダミーは，
各期間ですべての国に共通する要因（世界景気や原油価格の変動など）をコントロールする
ために導入される。
予想される符号は以下の通りである。石炭シェアの増加は CO2の排出を増加させること
から，負の符号が予想される。再生可能エネルギーシェアと原子力シェアの増加は CO2の
中央大学経済研究所年報 第50号346
5) くわしくは Greene（2010，pp. 860-861）を参照。
6) IEA の統計区分では石炭のみの項目はないので，正確には石炭，ピート，オイルシェールの合
計のシェアとなるが，以下では簡単化のために石炭シェアと言及する。
排出を減少させる効果があると考えられることから，これらの係数に関してはマイナスの符
号が予想される。規模に関して収穫一定という本稿の仮定の下では，エネルギー集約産業が
あまり立地していない小国ほど環境効率の評価が有利になる傾向がある。そこで，国の規模
により影響をコントロールするために規模の代理変数として人口が変数として加えられる。
従って，人口（対数値）の係数は負の符号が予想される。一般に所得水準が高まれば，良好
な環境水準への需要が高まって，環境規制が強化されると考えられる。環境効率は各期間で
評価されることから，豊かさが環境効率に与える影響を考慮するために各期間の相対所得が
変数として加えられる。当然，相対所得は正の符号が予想される。
2-3 デ ー タ
本稿の分析で用いられるデータの出所は以下の通りである。労働，資本ストック，実質
GDP
7)
，人当たり実質 GDP，人口は Penn World Table 9.0のデータを用いた
8)
。金額は
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7) DEA の産出で用いる GDPには生産サイドの実質 GDPである rgdpo，人当たり GDPには消
費サイドの実質 GDPである rgdpe を人口で除して使用した。
8) https://www.rug.nl/ggdc/productivity/pwt/
表 2-1 基本統計量
原子力シェア
％
再生可能エネ
ルギーシェア
％石炭シェア
−環境効率
100万トンCO2
100万米ドル
(2011年価格)
GDP
石油換算キロトンエネルギー
100万米ドル
(2011年価格)
資本 31,385.2
単位
5,702.3
16,598,099.0
1,576,042.3
52,849,892.0
変数
262,602.0
最大
273.7
最小
−相対所得
100万人人口
％ 0.0
0.5
0.4
0.3
1.9
2.5
319.4
7,503.1
1,340.1
46.9
89.7
76.9
1.0
0.4
53.7
11.1
15.6
16.1
0.2
887.3
2,297,240.8
245,483.7
7,151,804.3
45,769.5
標準偏差
0.3
0.3
1.0
33.5
8.4
14.2
19.8
0.6
344.6
1,058,484.3
100,815.5
3,467,452.1
27,164.7
平均
労働 100万時間
(出所) 筆者作成。
2011年米ドル表示である。労働は，労働者数（100万人）と労働者人当たり年間平均労働
時間（時間）の積を用いた。相対所得は実質人当たり所得を各期間の平均所得で割って求
めた。最終消費エネルギーと CO2はそれぞれ International Energy Agency の Headline
Energy Data と CO2 emissions from fuel combustion のデータを使用した。石炭シェア，再
生可能エネルギーシェア，原子力シェアは，それぞれ Headline Energy Data のデータから
一次エネルギー供給における比率を計算して求めた。サンプル国は2018年現在で OECD に
加盟している35か国である。期間は1990年から2014年までの25年間である。サンプルは欠損
値がないバランスド・パネルデータである。従って，標本数は875（＝25×35）となる。デ
ータの基本統計量は表 2-1 の通りである。
．結 果
3-1 環境効率の結果
表 3-1 は，(1)に基づいて評価された，1990年から2014年までのOECD諸国の環境効率で
ある。OECD 諸国全体で見ると，効率値の平均は1990年の0.700から1995年に0.737に達し
た後は徐々に低下し。2014年には0.551となった。これに対応して，効率的な国の数も1990
年のか国から1995年の10か国に増えた後，2003年以降はか国からか国となっている。
効率的な国は，その期間の効率的フロンティア上で操業している。従って，CO2を減らす余
地はないと評価される。スイスとノルウェーが全期間を通じて効率的（効率値が）であ
る。このか国に次いでトルコが2007年，2008年および2012年から2014年を除いた期間にお
いて効率的であった。我が国は1990年から1997年までの期において効率的であった。他の
効率的な国に関しては，25年間のうち，アイルランドが12回（以下，カッコ内は効率的であ
った年を示す。1997年−2007年，2010年），イタリアが回（1995年，1996年，1998年−
2001年），英国が回（2000年，2001年），フランスが回（1990年−1995年，1998年，1999
年），米国が回（1990年−1996年，1998年），ポーランドが回（2007年−2014年），ルク
センブルクが回（1991年−1995年，1998年，1999年）である。
我が国の効率値を見ると，上で述べたように効率的であったのは1997年までであった。
1998年に0.898となり，その後は若干の上下はあるものの一貫して低下傾向を示し，2008年
に分析期間で最も低い効率値0.447をとっている。その後に若干上昇したが，震災のあった
2011年の効率値は0.466，翌2012年には0.452と低下した。しかし，2013年には0.460，サン
プル期末の2014年には0.488とやや持ち直している。
DEAの効率値はその期間の相対評価であることに注意が必要である。従って，表 3-1 が
示していることは，各期間の相対評価で見たときの我が国の経済・環境のパフォーマンスが
OECD内で徐々に低下しているということである。
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3-2 エネルギー生産性，炭素生産性との比較
DEAでは複数の投入と産出を持つ経済主体の効率性を評価することが可能となる。その
反面，専門的な計算が必要となるため一般にはなじみがない。一方，エネルギー生産性（＝
GDP ／エネルギー）や炭素生産性（＝GDP ／ CO2排出量）は他の生産要素を考慮していな
いという点では厳密性を欠いている
9)
。しかし，比率によって簡単に導出でき，理解も容易
であるため，一般に広く用いられている（例えば，International EnergyAgency（2016））。
そこで，エネルギー生産性や炭素生産性についても我が国と主要先進国を比較した後，いく
つかのパターンで計算した効率性とともに，OECDの中での我が国の位置を分析する。
主要先進か国の中でみると，1990年時点では我が国のエネルギー生産性はもっとも高
く，11,769ドル／石油換算トンであった。すなわち，石油トンで11,769ドルの付加価値を
生み出していた（図 3-1 ）。1999年まで我が国は位であったが，その後，他の国のエネル
ギー生産性の上昇が我が国の上昇を上回ったため，2014年では米国に次いで低い15,313ドル
／石油換算トンにとどまっている。
炭素生産性に関しては，1990年時点では我が国は3.242ドル／ CO2− kgとフランスに次
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9) もちろん，GDP 当たりのエネルギー消費量や CO2排出量についても同じことが言える。エネル
ギー生産性への批判については Patterson（1996）を参照。
図 3-1 主要先進国のエネルギー生産性の推移
0
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第一原子量発電所事
故（2011年3月）
(出所) Penn World Table 9.0と International Energy Agency『Headline Energy Data』より筆者作成。
いで番目に高かった（図 3-2 ）。しかし，やはり他の国の炭素生産性の上昇が我が国のそ
れを上回って，2014年では米国に次いで低い3.808ドル／ CO2− kgに甘んじている。
3-3 各指標の下での我が国の評価
図 3-3 は，複数の生産性の指標の下で OECD内での我が国の順位を示したものである。
図で，LKY効率，LKEY効率，LKEYC 効率はそれぞれに労働（L），資本（K），エネルギ
ー（E），GDP（Y），CO2（C）を投入あるいは産出にとって計算されたDEAの効率値を意
味している。線が重なってやや見づらいが，1990年から1992年まで我が国は LKY効率，
LKEY効率，LKEYC 効率のすべてでOECD35か国中位だった
10)
。LKEY効率と LKEYC
効率はその後も1997年まで位だった。しかし，これらのDEA効率値は概して低下してい
る。投入に労働と資本のみをとった LKY効率は，上述した我が国の効率性の低下傾向は一
層顕著である。我が国が効率的なのは分析期間の最初の年間（1990年から1992年）だけで
ある。その後，低下傾向を示し，2008年に最低値0.488をとる。震災の2011年に0.550を取っ
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10) ただし，効率的な国（効率値＝）は日本以外にもあるので，位の国は我が国だけではないこ
とに注意。
図 3-2 主要先進国の炭素生産性の推移
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(出所) Penn World Table 9.0と International Energy Agency『CO2 emissions from fuel combustion』よ
り筆者作成。
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図 3-3 各生産性に関するOECD内での我が国の順位
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(注) LKY 効率は投入に労働（L）と資本（K），望ましい産出に GDP（Y）をとって計算した効率，
LKEY効率はそこに投入にエネルギー（E）を加えた効率，LKEYC 効率はさらに望ましくない産出
としてCO2（C）を加えた効率を表す。
(出所) 筆者の計算による。
図 3-4 我が国の各生産性の推移（1990＝)
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(出所) 筆者の計算による。
たとは微増傾向にある。震災以降のエネルギー生産性の順位は15位で変わらないが，炭素生
産性の順位は下がり続けている。
以上をまとめると，各種指標下での OECD35か国内の我が国の順位は，1990年前半では
比較的上位に位置していたが，1990年代後半には徐々に低下傾向を示し，2000年代に入って
も細かい上下はあるが依然として低下傾向を示している。2011年（震災）以降に入って，火
力発電の増加によって悪化している炭素生産性を除くとようやく下げ止まりの傾向が見られ
る。以上の結果から明らかなように，1990年代後半以降の我が国の経済・環境に関するパフ
ォーマンスが他の OECD 諸国と比較して相対的に低迷していることは，残念ながらどのよ
うな指標で見ても否定しきれない。ただし，上述のエネルギー生産性や炭素生産性で見たよ
うに絶対的な水準では我が国もパフォーマンスを向上させている。他の多くの先進国が我が
国以上にこれらの生産性を向上させているということである。そこで，期間ごとの相対評価
であるDEAによる効率性では，我が国の評価は2010年代以降，低下傾向を呈している理由
でもある。以上の絶対評価と相対評価で見た時の違いは，1990をとして我が国の各指標を
グラフにした図 3-4 からも明らかである。
3-4 環境効率の決定要因
表 3-2 は変量効果パネルトービットモデルの結果である
11)
。石炭シェアと再生可能エネル
ギーシェアの係数は，どちらも1％有意水準で予想通りそれぞれ負と正の符号となってい
る
12)
。原子力シェアと規模の代理変数である人口の対数値の係数は予想通り正の符号だが有
意とはなっていない。相対所得の係数は％有意水準で，予想通りに正の符号となってい
る。
以上のパネルトービットモデルの結果から示唆される政策的含意は，石炭シェアを低下さ
せ，再生可能エネルギーシェアを増大させることが環境効率を高めるということである。一
方，原子力シェアの符号は正であったが，有意ではなかった。福島事故以降，原発の安全対
策費用が上昇している現実を踏まえると，望ましくない産出として CO2を考慮した場合で
さえ，原発は効率性の改善に寄与しない可能性がある
13)
。
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11) プーリングトービットモデルが正しい特定化とする帰無仮説は棄却されたので，変量効果パネル
トービットモデルの結果のみを示す。
12) 生産性が高く豊かだからコストが高い再生可能エネルギーのシェアを増大させることができると
いう因果関係も考えられるため，再生可能エネルギーシェアの係数は慎重に解釈する必要がある。
13) ただし，本稿の射程を超えるが，このことからただちに我が国の原発をゼロとする結論が導かれ
るわけではない。我が国の低いエネルギー自給率を考慮すれば，エネルギー安全保障の観点からは
一定比率の原発を維持することは正当化されるという考え方もあり得る。
．お わ り に
本稿では，失われた20年から東日本大震災後までの我が国の環境効率を評価するために，
1990年から2014年までの25年間に関して OECD35か国に関するパネルデータを用いた実証
分析がなされた。望ましくない産出を扱うスラック基準 DEAモデルを用いて環境効率を評
価し，さらにそこで導出された効率値を被説明変数とするパネルトービットモデルによって
エネルギー源が効率性に与える影響を分析した。また，比較のために投入／産出を変えた
DEA効率性やエネルギー生産性，炭素生産性も考察した。主な結果は以下の通りである。
・ 望ましくない産出として CO2を考慮したDEAモデル，投入／産出を変えたDEAモデ
ル，エネルギー生産性，炭素生産性のいずれで見ても我が国の効率性は，指標によって
若干の違いはあるものの，1990年代後半までは先進諸国内でトップクラスの順位である
が，その後，低下傾向をたどっている。
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表 3-2 環境効率の決定要因
人口（対数値）
513.069
原子力シェア
対数尤度
1028.77***
再生可能エネルギーシェア
尤度比検定
[0.044]
石炭シェア
0.005***
[0.001]
-0.004***
[0.154]
説明変数
0.236
係数
[標準誤差]
相対所得 0.617***
[0.049]
-0.034
[0.002]
0.002
[0.001]
定数
(注)．***，**，*はそれぞれ％，％，10％水準で統
計的に有意であることを示す。
．尤度比検定は，帰無仮説：プーリングトービッ
トモデル，対立仮説：変量効果トービットモデル
として，分散比率の相対的有位性を検定してい
る。
．年ダミーの結果は省略。
(出所) 筆者作成。
・ ただし，各指標とも震災後の2013年から2014年にかけては上向いており，効率性低下の
傾向に歯止めがかかった可能性もある。
・ 分析期間において我が国のエネルギー生産性と炭素生産性は向上しているが，他の多く
の主要先進国は我が国以上に生産性が向上している。
・ 環境効率を被説明変数としたパネルトービット分析では，石炭シェアの増加は環境効率
を有意に低下させ，再生可能エネルギーシェアと相対所得の増加は環境効率を有意に上
昇させることがわかった。
最後に以上の結果から導かれる政策的含意を簡単に述べよう。「2030年度に温室効果ガス
を2013年度比26％削減」という中期目標，「2050年までに80％の温室効果ガスの排出削減」
という長期的目標を達成するためには，石炭火力発電所の新増設に歯止めをかけ，再生可能
エネルギーの普及を推進していく必要がある。低炭素社会を実現しつつ，我が国を発展させ
ていくためには，望ましくない産出（CO2）を減らすだけでなく，望ましい産出（GDP）を
増やすことも必要である。2012年12月に発足した第次安倍晋三内閣は本の矢からなるア
ベノミクスを打ち出したが，第の矢である成長戦略に関しては観光（インバウンド）など
一部を除いて政策効果が十分に現れているとは言い難い。労働市場やエネルギー市場の改
革，地方創生，国家戦略特区などの生産性の向上に向けて課題を解決していかなければなら
ないといえる。
付記：本稿は科研費基盤研究 C「技術の違いを考慮したエネルギー効率とその決定要因の実証分析」
（16K03662）の助成を受けた。記して感謝の意を表します。
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